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◎調達機関番号 608 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 購入等件名及び数量 住宅融資保険等シス
テムの改修業務（平成21年度第二次補正予算
事後処理対応等）（電子入札対象案件）

^ 調達案件の仕様等 入札説明書による。
_ 履行期限 入札説明書による。
` 履行場所 入札説明書による。
a 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の５％に相当す
る額を加算した金額（５％を加算した結果１
円未満の端数が生じた場合は、その端数金額
を切り捨てるものとする。)をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の105分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

b 電子入札システムの利用 本件は、紙入札
方式による入札手続とあわせて、電子入札シ
ステムによる入札手続を行う。

２ 競争参加資格
\ 当機構入札心得の14に該当しない者である
こと（詳細は入札説明書に記載）。

] 平成22年度独立行政法人住宅金融支援機構
競争参加資格「役務の提供等」の資格を有す
る者、または平成22・23・24年度国の競争参
加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の
資格を有する者であること。

^ 入札説明書中の契約書（案）により当機構
と契約を締結することが可能であり、かつ、
仕様書記載の要件を全て満たしている者であ
ること。

_ 電子入札システムによる入札に参加する場
合は、電子認証局が発行したＩＣカードを取
得していること。

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札

_ 契約書作成の要否 要
` 落札者の決定方法 当機構の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った者を落札者とす
る。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がされないおそれがあると認めら
れるときは、予定価格の制限の範囲内の価格
をもって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。

a 手続における交渉の有無 無
b 電子入札システムによる入札に参加する者
は、所定の期限までに入札書類データを電子
入札システムにより提出しなければならな
い。

c 詳細 詳細は入札説明書による。

c 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式の
うち、品質確保のための体制、その他の施工
体制の確保状況を確認し、施工内容を確実に
実現できるかどうかについて審査し、評価を
行う施工体制確認型総合評価落札方式（標準
型Ó型）の試行工事である。

d 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事であ
る。

e 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得て紙入札方式に代えることができ
る。

Ĉ 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。本工事では、受発注者間の双務性
の向上とともに、契約変更等における協議の
円滑化を図るため、契約後受発注者間の協議
により総価契約の内訳として単価等を合意す
ることとする。なお、本方式の実施にあたっ
ては、「総価契約単価合意方式実施要領」及び
「総価契約単価合意方式実施要領の解説」
（http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/

kensetsugijutsu/soukakeiyaku/index.htm 参
照）に基づき行うものとする。総価契約単価
合意方式の実施にあたっては、単価等を個別
に合意する方式（以下「単価個別合意方式」
という。）によることとする。なお、協議開始
から14日以内に「単価個別合意方式」による
単価合意が成立しなかった場合は、「単価包括
合意方式」にて行うものとする。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒112`8570 東京都文京区後楽１`４`10

独立行政法人住宅金融支援機構財務企画部
会計事務管理室会計グループ 大野・城山
電話03`5800`8053

] 入札説明書の交付時期及び方法 平成22年
９月22日～平成22年11月15日（土曜、日曜、
祝日を除く10時～12時、13時～16時）、\の
交付場所にて交付する。

^ 入札書の受領期限
平成22年11月19日（金）12時00分

_ 開札の日時及び場所
平成22年11月22日（月）15時00分
独立行政法人住宅金融支援機構本店会議室

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Junji Endo, Director Gen-

eral of the Finance and Accounting Depart-

ment, Japan Housing Finance Agency

] Classification of the services to be re-

quired : 71, 27

^ Nature and quantity of the services to be

required : Maintenance of Housing loan in-

surance etc. system

_ Fulfillment date : as in the tender do-

cumentation

` Fulfillment place : as in the tender do-

cumentation

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ Not come under Article 14 of J.H.F.AÐs

Bylaw about procedures of tenders (De-

tails described in the tender docu-

mentation)

| Have the qualification for participat-

ing in tenders for Úoffers of the laborÙ by

J.H.F.A in the fiscal year of 2010 or have

the qualification for participating in ten-

ders for Úoffers of the laborÙ by single

qualification of services for every minis-

try and agency in the fiscal year of 2010,

2011 and 2012.

} Satisfies criteria in the tender do-

cumentation

b Time-limit for tender : 12 : 00 a.m. 19th

November, 2010

c Contact point for the notice : Ohno,

Joyama, Contract Section, Accounting

Group, Office of Accounting, Finance and

Accounting Department J.H.F.A, 1`4`10

Koraku, Bunkyo-ku, Tokyo 112`8570, Ja-

pan TEL 03`5800`8053

d Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

http://www.jhf.go.jp/about/financial/tender/

index.html

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年９月 22日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 富田 英治

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 平成22年度東海環状室原南高架橋
鋼上部工事（電子入札対象案件）

^ 工事場所 岐阜県養老郡養老町室原

_ 工事内容 工事延長 Ｌ＝274ｍ
６径間連続非合成少数鈑桁橋 鋼重Ｗ＝約

650ｔ 橋長Ｌ＝274•0ｍ（46•5＋２＠46•5＋
42•5＋49•0＋43•0ｍ）

` 工期 契約締結日の翌日から平成24年６月
29日まで

a 使用する主要な資機材 鋼材 約650ｔ、
コンクリート 約1¶270‚、鉄筋 約170ｔ

b 本工事は、「建設工事に係る資源の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工事
である。
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